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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第116期
第２四半期
連結累計期間

第117期
第２四半期
連結累計期間

第116期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （百万円） 117,800 116,171 233,206

経常利益 （百万円） 5,777 4,332 9,514

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 3,604 2,890 6,167

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,795 3,844 7,819

純資産額 （百万円） 73,232 78,444 75,368

総資産額 （百万円） 161,092 167,119 164,959

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 113.01 91.57 194.26

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 107.67 84.50 182.11

自己資本比率 （％） 43.7 45.6 44.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 9,580 5,178 19,098

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,335 △7,238 △9,923

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,892 534 △4,753

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 5,118 4,750 6,276

 

回次
第116期
第２四半期
連結会計期間

第117期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 52.06 41.75

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。これに伴い、１株当

たり四半期（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、当該株式併

合が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は「第４ 経理の状

況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の我が国経済は、緩やかな回復基調で推移しましたが、為替や株価の不安定な動き等

により、依然として先行きが不透明な状況が継続しております。

　このような状況の中、当社90周年を迎える2025年度のありたい姿（長期ビジョン）「SHOWA Next Stage for

2025」を策定し、その実現に向けた1st Stageと位置付ける「中期経営計画17-19」を本年４月よりスタートいたし

ました。５つの基本戦略「①基盤事業の強化」「②事業領域の拡大」「③社会的課題解決への貢献」「④プラット

フォームの再構築」「⑤ステークホルダーエンゲージメントの強化」の各種施策の推進に努めております。

　「②事業領域の拡大」において、アジアへの事業展開を加速化させるための重要な一歩として、台湾・中国・東

南アジアで食品・飼料・外食などの事業を幅広く展開している台湾大成集団と、本年10月２日付けで業務提携契約

を締結しております。また、来年１月には成長著しいベトナム市場に対してより一層の経営資源を投入すべく、ベ

トナムのホーチミン市に当社100％子会社であるShowa Sangyo Vietnam Co.,Ltd（仮称）の設立を予定しておりま

す。

　当第２四半期連結累計期間の経営成績は、連結売上高は116,171百万円と前年同期に比べ1,629百万円（1.4%）の

減収となりました。営業利益は3,618百万円と前年同期に比べ1,626百万円（31.0%）の減益、経常利益は4,332百万

円と前年同期に比べ1,445百万円（25.0%）の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,890百万円と前年同期

に比べ713百万円（19.8%）の減益となりました。

 

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、

前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

　詳細は「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

 

＜製粉事業＞

　製粉事業につきましては、引き続きマーケット分析力を生かした提案型営業のさらなる強化を行ってまいりまし

た。業務用小麦粉の販売数量につきましては、麺用小麦粉を中心に拡販を行ったことにより、前年同期を上回りま

した。業務用プレミックス（加工用プレミックス）の販売数量につきましては、前年同期を下回りました。ふすま

の販売数量につきましては、前年同期を上回りました。販売価格につきましては、輸入小麦の政府売渡価格が本年

４月に平均4.6%（税込価格）引き上げられたことを受け、小麦粉製品の価格改定を実施いたしました。また、本年

１月に稼働した冷凍パン生地工場の減価償却によるコストが増加しております。

　これらの結果、製粉事業の売上高は32,418百万円と前年同期に比べ869百万円（2.6%）の減収、営業利益は1,215

百万円と前年同期に比べ564百万円（31.7%）の減益となりました。
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＜油脂食品事業＞

　油脂食品事業につきましては、業務用では、油脂製品と食材製品のシナジー効果を生かし、引き続き課題解決型

の営業活動を強化してまいりました。その結果、業務用食用油および業務用食材の販売数量につきましては、ほぼ

前年同期並みとなりました。

　家庭用では、他事業と連携した組織営業の推進に努めてまいりました。家庭用食用油の販売数量につきまして

は、注力しているオリーブオイルをはじめとしたプレミアムオイル類が大きく伸長した結果、前年同期を上回りま

した。家庭用プレミックスの販売数量につきましては、お好み焼き粉類がTVCM投入効果等もあり好調でしたが、

ホットケーキミックス類が苦戦し、全体では前年同期を若干下回りました。

　食用油全体につきましては、搾油環境の厳しい状況が続く中、価格改定に努めてまいりましたが、全てのコスト

増加分を転嫁するには至らず、売上高、利益とも前年同期を下回りました。

　これらの結果、油脂食品事業の売上高は37,755百万円と前年同期に比べ136百万円（0.4%）の減収、営業利益は

1,013百万円と前年同期に比べ309百万円（23.4%）の減益となりました。

 

＜糖質事業＞

　糖質事業につきましては、当社子会社である敷島スターチ株式会社との連携を図り、また、低分解水あめ、粉あ

めなどに代表される独自商品群の提案とその拡販に努めてまいりました。その結果、独自商品群を含む糖化製品の

販売数量につきましては、前年同期を上回りました。コーンスターチの販売数量につきましても、前年同期を上回

りました。加工でん粉の販売数量につきましては、注力している食品用加工でん粉は前年同期を上回りましたが、

全体としては前年同期を下回りました。

　引き続き厳しい市況の中、価格改定に努めてまいりましたが、全てのコスト増加分を転嫁するには至らず、売上

高は前年同期を上回りましたが、利益は前年同期を下回りました。

　これらの結果、糖質事業の売上高は17,458百万円と前年同期に比べ336百万円（2.0%）の増収、営業利益は906百

万円と前年同期に比べ820百万円（47.5%）の減益となりました。

 

＜飼料事業＞

　飼料事業につきましては、鶏卵を中心とした生産物の販売支援の取組強化を図り、拡販に努めてまいりました。

配合飼料の販売数量につきましては、主に肉鶏(ブロイラー)用飼料の減少により、前年同期を下回りました。鶏卵

の販売数量につきましても、前年同期を下回りました。配合飼料の販売価格につきましては、原料穀物価格の影響

により、前年同期を下回りました。鶏卵の販売価格につきましては、鶏卵相場の影響により、前年同期を上回りま

した。

　これらの結果、飼料事業の売上高は25,972百万円と前年同期に比べ970百万円（3.6%）の減収、営業利益は332百

万円と前年同期に比べ29百万円（9.6%）の増益となりました。

 

＜倉庫事業＞

　倉庫事業につきましては、貨物獲得競争が激化する中、商社や主要顧客との取り組みを強化し、より円滑な荷役

体制の整備による貨物獲得機会の増加に努めたことから、売上高は前年同期を上回りました。

　これらの結果、倉庫事業の売上高は1,421百万円と前年同期に比べ20百万円（1.5%）の増収、営業利益は372百万

円と前年同期に比べ７百万円（2.0%）の増益となりました。

 

＜不動産事業＞

　不動産事業につきましては、所有物件のビル価値向上、リーシング実施による拡大を図ってまいりました。土地

の賃料収入は賃料増額により、前年同期を上回りました。商業施設の賃料収入は新規テナント獲得により、前年同

期を上回りました。

　これらの結果、不動産事業の売上高は997百万円と前年同期に比べ７百万円（0.7%）の減収、営業利益は556百万

円と前年同期に比べ０百万円（0.1%）の減益となりました。

 

＜その他＞

　保険代理業、自動車等リース業、運輸業等をあわせたその他事業の売上高は147百万円と前年同期に比べ２百万

円（1.9%）の減収、営業利益は41百万円と前年同期に比べ６百万円（18.7%）の増益となりました。
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(2）財政状態の分析

　総資産は、167,119百万円と前連結会計年度末と比較して2,160百万円増加しております。主な増加要因は、売上

債権が2,321百万円増加したこと、たな卸資産が在庫数量の増加などにより2,282百万円増加したことであります。

一方、主な減少要因は、現金及び預金が1,524百万円減少したこと、有形固定資産が減価償却の実施などにより

1,324百万円減少したことであります。

　負債は、88,674百万円と前連結会計年度末と比較して916百万円減少しております。主な減少要因は、設備関係

債務が4,441百万円減少したことであります。一方、主な増加要因は、買掛債務が1,966百万円増加したこと、有利

子負債が1,417百万円増加したことであります。

　純資産は、78,444百万円と前連結会計年度末と比較して3,076百万円増加しております。主な増加要因は、親会

社株主に帰属する四半期純利益の計上による2,890百万円の増加、投資有価証券の期末時価評価に伴うその他有価

証券評価差額金626百万円の増加であります。一方、主な減少要因は、期末配当金の支払による789百万円の減少で

あります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益4,108百万円、

減価償却費3,920百万円等による資金の増加がありましたが、売上債権及びたな卸資産の増加や、法人税等1,406百

万円の支払等があった結果、合計では5,178百万円の収入となり、前年同期に比べ4,401百万円（46.0％）収入が減

少しました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得で6,995百万円の資金を使用した結果、合計で

は7,238百万円の支出となり、前年同期に比べ3,902百万円（117.0％）支出が増加しました。

　財務活動によるキャッシュ・フローについては、フリー・キャッシュ・フローの不足分及び配当金の支払額789

百万円等をコマーシャル・ペーパーの発行等により賄った結果、534百万円の収入となり、前年同期に比べ3,427百

万円増加しました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は4,750百万円となり、前連結会計年度

末に比べ1,525百万円（24.3％）の減少となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　なお、当社は株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「基本方

針」といいます。）を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであ

ります。

 

１．基本方針の内容の概要

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提

案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要

な情報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

 

２．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要

　当社グループは、穀物を原料とする食品素材を軸にした総合食品メーカーとして、これまで培ってきた製粉、

油脂食品、糖質、飼料などの各事業における技術やノウハウを最大限発揮していくことにより、「市場に価値を

認められる、安全で安心できる食品を安定的に供給する」という社会的使命を果たしてまいります。

　当社グループは、「穀物ソリューション・カンパニー」として、長期ビジョン「SHOWA Next Stage for

2025」及び「中期経営計画17-19」の達成に向けて基本戦略を推進してまいります。
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３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの内容の概要

　当社取締役会は、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様

が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機

会を確保するために、平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会のご承認に基づき、「当社株券等の大規模

買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を一部変更の上で継続導入しております（以下、継続後の対応策を

「本プラン」といいます。）。

　本プランは、以下の通り、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとと

もに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可

能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

資さない当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

　なお、本プランにおいては対抗措置の発動にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、一定の場

合に、株主意思の確認手続きとして、株主意思確認総会における株主投票、または書面投票のいずれかを選択し

実施するとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしております。

　なお、当社は、現時点において当社株券等の大規模買付行為に係る提案を受けているわけではありません。

　本プランの有効期間は、平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会において承認が得られたため、平成32

年６月開催予定の定時株主総会終結のときまでとなります。

　ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなさ

れた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものといたします。また、当社の

株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プラン

はその時点で廃止されるものといたします。

　当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更またはこれらの

解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により形式的な変更が必要と判断した場合には、本プランを修

正し、または変更する場合があります。

　当社は、本プランが廃止または本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更が

行われた場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認

める事項について、情報開示を行います。

 

４．上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　上記２．の取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方策として策定され

たものであり、基本方針に沿うものであります。

　また、上記３．の取組みは、以下の合理性を考慮して設計されているため、基本方針に沿うものであり、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは

ありません。

 

①　買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事

前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足し、企業価値研究会が平成20年６月30日に

発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえて設計されております。

 

②　当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　本プランは、当社株券等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株

主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆

様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保

し、向上させるという目的をもって継続導入されるものです。
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③　株主意思を重視するものであること

　本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場合を除き、

買付者等による大規模買付等に対する対抗措置の発動について株主の皆様のご意思を直接確認するものです。

　また、本プランは、第116回定時株主総会において、株主の皆様のご承認を得たうえで継続したものであ

り、その後の当社株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、当該決議に従い変

更または廃止されることになります。従いまして、本プランの継続導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が

十分反映される仕組みとなっております。

 

④　合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

 

⑤　デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することがで

きるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を

交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成の

交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,061百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 720,000,000

計 720,000,000

（注）　平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数は589,000,000株減少

し、131,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成29年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 164,849,898 32,969,979
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 164,849,898 32,969,979 － －

（注）１　平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は131,879,919株減少し、32,969,979株となっております。

２　平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されておりま

す。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に

変更となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年９月30日 － 164,849,898 － 12,778 － 3,270

（注）　平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の

割合で株式併合を行い、発行済株式総数は131,879,919株減少し、32,969,979株となっております。
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

伊藤忠商事㈱ 東京都港区北青山２丁目５－１ 12,700 7.7

㈱千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 7,800 4.7

三井物産㈱

（常任代理人資産管理サービス

　信託銀行㈱）

東京都千代田区丸の内１丁目１－３

（東京都中央区晴海１丁目８－12

　晴海アイランドトリトンスクエア

　オフィスタワーＺ棟）

7,700 4.7

ユアサ・フナショク㈱ 千葉県船橋市宮本４丁目18－６ 6,165 3.7

損害保険ジャパン日本興亜㈱ 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 5,989 3.6

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 5,515 3.3

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 5,169 3.1

双日㈱ 東京都千代田区内幸町２丁目１－１ 5,000 3.0

昭和産業取引先持株会 東京都千代田区内神田２丁目２－１ 4,713 2.9

㈱カーギルジャパン 東京都千代田区丸の内３丁目１－１ 4,701 2.9

計 － 65,454 39.7

（注）１　上記のほか当社所有の自己株式6,924千株（4.2％）があります。

２　平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、上記所有株式数につ

いては、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式    6,924,000
－ －

（相互保有株式）

普通株式       37,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  156,978,000 156,978 －

単元未満株式 普通株式      910,898 － －

発行済株式総数 164,849,898 － －

総株主の議決権 － 156,978 －

（注）１　証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に7,000株（議決権７個）、

「単元未満株式」欄の普通株式に400株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式852株が含まれております。

３　平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は131,879,919株減少し、32,969,979株となっております。

４　平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されておりま

す。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に

変更となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

昭和産業㈱

東京都千代田区内神田

２丁目２－１
6,924,000 － 6,924,000 4.2

（相互保有株式）

共同輸送㈱

宮城県仙台市宮城野区

蒲生２丁目１－５
37,000 － 37,000 0.0

計 － 6,961,000 － 6,961,000 4.2

（注）　平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で株式併合（普通株式５株に

つき１株の割合で株式併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

昭和産業株式会社(E00348)

四半期報告書

11/24



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,277 4,752

受取手形及び売掛金 34,602 ※２ 36,923

商品及び製品 7,874 8,592

仕掛品 1,055 1,012

原材料及び貯蔵品 16,707 18,315

その他 3,696 3,200

貸倒引当金 △116 △76

流動資産合計 70,096 72,719

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 30,051 29,613

機械装置及び運搬具（純額） 19,565 18,848

土地 18,042 18,042

その他（純額） 2,391 2,222

有形固定資産合計 70,050 68,725

無形固定資産   

その他 1,751 1,565

無形固定資産合計 1,751 1,565

投資その他の資産   

投資有価証券 21,226 22,229

その他 1,878 1,924

貸倒引当金 △44 △45

投資その他の資産合計 23,060 24,108

固定資産合計 94,862 94,399

資産合計 164,959 167,119

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,048 23,015

短期借入金 17,717 18,833

コマーシャル・ペーパー - 1,500

未払法人税等 1,567 1,233

賞与引当金 1,196 1,226

資産除去債務 0 66

その他 18,899 14,675

流動負債合計 60,430 60,551

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 7,996 7,995

長期借入金 6,858 5,660

役員退職慰労引当金 61 31

退職給付に係る負債 7,607 7,577

資産除去債務 366 300

その他 6,270 6,558

固定負債合計 29,160 28,123

負債合計 89,591 88,674

 

EDINET提出書類

昭和産業株式会社(E00348)

四半期報告書

12/24



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,778 12,778

資本剰余金 4,963 4,998

利益剰余金 53,296 55,398

自己株式 △2,548 △2,527

株主資本合計 68,490 70,647

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,062 6,688

繰延ヘッジ損益 △12 50

退職給付に係る調整累計額 △1,352 △1,185

その他の包括利益累計額合計 4,697 5,553

非支配株主持分 2,180 2,244

純資産合計 75,368 78,444

負債純資産合計 164,959 167,119
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 117,800 116,171

売上原価 94,968 95,014

売上総利益 22,832 21,156

販売費及び一般管理費 ※１ 17,587 ※１ 17,538

営業利益 5,244 3,618

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 227 241

為替差益 5 83

持分法による投資利益 198 244

その他 264 275

営業外収益合計 700 849

営業外費用   

支払利息 103 92

コマーシャル・ペーパー利息 0 -

その他 63 42

営業外費用合計 167 135

経常利益 5,777 4,332

特別利益   

固定資産売却益 9 15

投資有価証券売却益 2 -

その他 1 -

特別利益合計 14 15

特別損失   

固定資産廃棄損 354 147

固定資産売却損 0 0

減損損失 153 91

その他 15 -

特別損失合計 524 239

税金等調整前四半期純利益 5,268 4,108

法人税、住民税及び事業税 1,541 1,138

法人税等調整額 23 △0

法人税等合計 1,564 1,137

四半期純利益 3,703 2,971

非支配株主に帰属する四半期純利益 99 80

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,604 2,890
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 3,703 2,971

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △60 599

繰延ヘッジ損益 2 65

退職給付に係る調整額 164 166

持分法適用会社に対する持分相当額 △13 41

その他の包括利益合計 92 873

四半期包括利益 3,795 3,844

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,720 3,746

非支配株主に係る四半期包括利益 75 97
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,268 4,108

減価償却費 3,600 3,920

減損損失 153 91

売上債権の増減額（△は増加） 3,651 △2,321

たな卸資産の増減額（△は増加） △604 △2,282

仕入債務の増減額（△は減少） △575 1,966

その他 △991 761

小計 10,502 6,245

利息及び配当金の受取額 404 419

利息の支払額 △104 △79

法人税等の支払額 △1,236 △1,406

法人税等の還付額 13 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,580 5,178

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1 △1

投資有価証券の取得による支出 △38 △26

投資有価証券の売却及び償還による収入 20 -

有形固定資産の取得による支出 △2,882 △6,995

有形固定資産の売却による収入 25 25

有形固定資産の除却による支出 △69 △100

資産除去債務の履行による支出 △49 △2

投融資による支出 △378 △172

投融資の回収による収入 37 33

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,335 △7,238

財務活動によるキャッシュ・フロー   

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 7,967 -

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減額

（△は減少）
△6,550 1,500

長期借入れによる収入 - 400

長期借入金の返済による支出 △1,670 △482

リース債務の返済による支出 △28 △69

配当金の支払額 △1,597 △789

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△5 △17

自己株式取得のための金銭の信託の増減額（△は

増加）
△447 -

自己株式の取得による支出 △561 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,892 534

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,351 △1,525

現金及び現金同等物の期首残高 1,766 6,276

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 5,118 ※１ 4,750
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

大成良友食品（上海）有限公司他

３件
147百万円

大成良友食品（上海）有限公司

 
181百万円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 ― 403百万円

 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

イ　発送配達費 6,840百万円 6,899百万円

ロ　販売諸費 654　〃 594　〃

ハ　広告宣伝費 494　〃 474　〃

ニ　社員給料 2,516　〃 2,590　〃

ホ　賞与金 430　〃 463　〃

ヘ　賞与引当金繰入額 721　〃 754　〃

ト　減価償却費 491　〃 458　〃

チ　退職給付費用 383　〃 396　〃

リ　貸倒引当金繰入額 1　〃 0　〃

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

現金及び預金 5,120百万円 4,752百万円

預金期間が３か月超の定期預金 △2　〃 △2　〃

現金及び現金同等物 5,118　〃 4,750　〃
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,597 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月２日

取締役会
普通株式 793 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 789 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月８日

取締役会
普通株式 789 5.00 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

 製粉事業
油脂食品
事業

糖質事業 飼料事業 倉庫事業
不動産
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 33,287 37,891 17,122 26,942 1,400 1,005 117,650

セグメント間の内部

売上高又は振替高
213 1,028 741 1 699 91 2,776

計 33,501 38,920 17,863 26,944 2,100 1,096 120,426

セグメント利益 1,779 1,322 1,726 303 364 557 6,054

 

   （単位：百万円）

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高     

外部顧客への売上高 150 117,800 － 117,800

セグメント間の内部

売上高又は振替高
687 3,463 △3,463 －

計 837 121,264 △3,463 117,800

セグメント利益 35 6,089 △845 5,244

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、自動車等リース業、

運輸業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△845百万円には、セグメント間取引消去△５百万円、全社費用△840百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開

発費であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

製粉事業
油脂食品
事業

糖質事業 飼料事業 倉庫事業
不動産
事業

計

減損損失 37 62 23 12 13 4 153

 

（単位：百万円）
 

 その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

減損損失 ― 153 ― 153
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

 製粉事業
油脂食品
事業

糖質事業 飼料事業 倉庫事業
不動産
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 32,418 37,755 17,458 25,972 1,421 997 116,024

セグメント間の内部

売上高又は振替高
193 1,130 705 1 745 108 2,885

計 32,611 38,886 18,164 25,974 2,166 1,105 118,909

セグメント利益 1,215 1,013 906 332 372 556 4,396

 

   （単位：百万円）

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高     

外部顧客への売上高 147 116,171 － 116,171

セグメント間の内部

売上高又は振替高
710 3,595 △3,595 －

計 857 119,766 △3,595 116,171

セグメント利益 41 4,438 △819 3,618

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、自動車等リース業、

運輸業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△819百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、全社費用△819百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開

発費であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、本年４月開始の３ヶ年計画「中期経営計画17-19」において、全体最適を見据えた製

品・サービス別の事業戦略を策定いたしました。これに伴い、第１四半期連結会計期間より業績管理区分

を見直したことから、従来の「油脂事業」と「家庭用食品事業」を１つのセグメントに集約し、セグメン

ト名称を「油脂食品事業」としております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法に基づき作成しております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

製粉事業
油脂食品
事業

糖質事業 飼料事業 倉庫事業
不動産
事業

計

減損損失 27 41 21 ― ― ― 91

 

（単位：百万円）
 

 その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

減損損失 ― 91 ― 91

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 113円01銭 91円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
3,604 2,890

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
3,604 2,890

普通株式の期中平均株式数（株） 31,896,060 31,572,084

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 107円67銭 84円50銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 1,581,989 2,640,069

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）　当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

　　　　の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

　　　　期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

（単元株式数の変更及び株式併合等）

　当社は、平成29年６月28日開催の第116回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されており

ます。これにより、平成29年10月１日付で単元株式数が1,000株から100株に変更となり、普通株式について５株を

１株に併合するとともに、発行可能株式総数が720,000,000株から131,000,000株に変更となっております。

　なお、１株当たり情報に及ぼす影響は、当該箇所に記載しております。
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２【その他】

　当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間終了後四半期報告書提出日までの間の配当については、

「第４　経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項　(株主資本等関係)」に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月14日

昭和産業株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原口　清治　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　武男　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和産業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和産業株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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